
令和5年度先駆的空き家対策東京モデル支援事業

各種データを活用した利活用促進事業

まちなみ整備部住宅政策課

八王子市
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資料４
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効果的かつ効率的に空き家の把握及び利活用の促進をする
ため、住民基本台帳や不動産登記、航空写真といった住まい
に関する各種データを活用して市内の空き家を抽出するとと
もに、家屋構造や建築年数等の状況に応じて活用できる支援
制度等の周知啓発を行う。併せて、収集したデータを用いて
将来空き家が発生する可能性が高い家屋の予測を行い、今後
の空き家施策のための基礎資料とすることを目的に実施した。

調査目的
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① データベースの作成

② 空き家候補の抽出

③ 将来空き家となる可能性の高い家屋の抽出
及び空き家の発生予測

④ 空き家所有者及び居住者へのアンケート調査
及び周知啓発チラシの発送

⑤ 報告書作成

取組内容
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使用した住まいに関するデータ

データ名 備考

・空き家コンテンツ（株式会社ゼンリンより購入）
・家屋ポリゴンデータ
・水道閉栓情報
・住民基本台帳
・過去の空き家情報（当課所有データ）

空き家候補判定に
使用

・不動産登記情報（建物）
・固定資産税情報
・航空写真
・地番現況図
・建物現況調査
・国土数値情報公示地価

空き家候補となっ
た建築物の分類整
理に使用
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調査対象

建物データ（全222,292棟）のうち、建物面積が
30㎡以上及び建物状況調査を始めとする各種デー
タと結合でき、用途が物置以外の建物154,244棟
（うち戸建住宅93,954棟）を調査対象とした。
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●住まいに関するデータを活用した空き家情報の把握

主な成果①

※１ 未登記家屋のため、建物構造や建築年が不明の家屋を含む
※２ 空き家候補のうち、マイクロベース株式会社の深層学習画像認識エンジン「MiraiEVision」

を活用して航空写真か繁茂や屋根損傷している家屋を抽出（約140棟）。その後、現地調査を
実施し、管理不全な状態と認めた家屋を区分D（管理不全空き家）とした。

※３ 同一所在地に複数棟を有する所有者については、通知文及びアンケートを１通のみ送付した。
また、送付先が不明な家屋及び戸建住宅以外は送付対象外としたため、棟数＞件数となる。

区分 空き家判定 建物構造 建築年 棟数

通知文及びア
ンケート送付

対象棟数※3

空き家判定棟数

A※1 空き家候補 木造
S56.5.31以前
（旧耐震）

3,001 2,295 2,710

B 空き家候補 非木造
S56.5.31以前
（旧耐震）

265 172 239

C 空き家候補 －
S56.6.1以降
（新耐震）

1,477 1,183 1,306

D
※2 管理不全空き家 － － 68 62 64

合計 4,811 3,712 4,319

・空き家率 ： 2.80％（4,319/154,244）
・調査確度 ： 89.7％（4,319/4,811）
・アンケート回答率 ： 33.5％（1,223/3,650）

・空き家候補数： 4,811 棟
・空き家判定数： 4,319 棟
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●家屋の分類に応じた周知啓発の実施

主な成果②

▲空き家所有者への通知文
（旧耐震かつ木造住宅Ver.）

▲居住者への通知文



8

●将来空き家となる可能性の高い家屋及び地域の予測

主な成果③

▲本市における10年後の空き家予測
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●現地実態調査の費用をかけることなく、市内全域の空き家情報等を把握す
ることができた。
＜参考＞
平成30年度空き家実態調査での確度：86.5％（今回調査確度：89.7％）

●家屋の分類に応じた周知啓発の実施により、本市で実施している八王子市
空き家ワンストップ相談窓口「住まいの活用相談所」の利用件数及び空き家
対策セミナー＆個別相談会への参加者が大幅に増加した。
＜参考＞

・住まいの活用相談所利用件数（令和6年1月度）：14件
（令和５年度月平均約3.3件）

・空き家対策セミナー＆個別相談会参加者数：150名（昨年度：41名）

●データベースの作成に際し、住民基本台帳情報（約57万件）のうち、約７万件
が町名単位までしか地図上にプロットすることができなかった。

事業評価と課題



10

●空き家として判定した家屋に対して、現地調査を実施し、データベース上
で把握した空き家と今回の周知啓発等による効果測定を行う
※令和６年度（2024年度）空き家実態調査実施中

●データベースで使用している住まいに関する各種データの更新

●将来空き家が発生する可能性が高い地域に向けた空き家対策セミナー等
の実施。

今後の展開


